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和歌山県 和歌山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
申請を希望する者が学校に提出。ただし、就学予定児
童については申請を希望する者が教育委員会に提出。

○ ○ ○

和歌山県 海南市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 橋本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 有田市 ○ ○ ○
就学前の子どもに配布する冊子（有田市子育て応援
ブック）に制度の案内を掲載

○ ○ ○

和歌山県 御坊市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
児童扶養手当申請時に、就学援助制度について周知し
ています。

和歌山県 田辺市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 新宮市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
年に複数回周知している（就学時健診、小学校卒業
前、４月上旬）

和歌山県 紀の川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 岩出市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 紀美野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 かつらぎ町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
転入時及び児童扶養手当受給申請時、当該担当窓口に
て就学援助制度案内文書を配布

○ ○ ○ ○ ○
福祉担当部署等、他の部署と連携を密にとることで制
度の案内を実施。

和歌山県 九度山町 ○ ○ ○ ○ ○

随時申請を受け付けており、4月当初の時点で認定条
件に該当していたが提出期限に申請が間に合わず、後
から申請があった場合には4月分から遡って支給す
る。年度途中で家庭状況・経済状況が変わったことに
より途中認定となった場合は、認定条件が揃った時点
からの分を支給する。（申請時点からの支給ではな
く、認定条件が揃った時点からの支給。ただし年度を
跨いでの遡り認定はしない。）

○ ○

和歌山県 高野町 ○ ○ ○ ○ ○ 特筆するような工夫は行っていない

市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

和歌山県 湯浅町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 広川町 ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 有田川町 ○ ○ 就学児検診の際に、保護者に説明 ○ ○

和歌山県 美浜町 ○ ○ ○ ○

和歌山県 日高町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 由良町 ○ ○ ○
児童扶養手当受給申請の際、担当者から教育委員会へ
案内を依頼

○ ○ ○
児童扶養手当受給申請の際、担当者から教育委員会へ
案内を依頼

和歌山県 印南町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 みなべ町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 日高川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 白浜町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 上富田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 すさみ町 ○ ○ ○ ○ ○ 特になし。

和歌山県 那智勝浦町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

和歌山県 太地町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 古座川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 北山村 ○ ○ ○

和歌山県 串本町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山県 御坊市日高川町中学校組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



31 31

和歌山県 和歌山市

和歌山県 海南市

和歌山県 橋本市

和歌山県 有田市

和歌山県 御坊市

和歌山県 田辺市

和歌山県 新宮市

和歌山県 紀の川市

和歌山県 岩出市

和歌山県 紀美野町

和歌山県 かつらぎ町

和歌山県 九度山町

和歌山県 高野町

市区町村名都道府県

25 3 2 0 1 0 0 25 0 0 3 0 0 0 0 0 1 6 17 1 15 7 14 11 4 1 2 0 7 3 3 1 0 1 2 0 1 1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断案内の書類と共に配布

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月
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市区町村名都道府県

和歌山県 湯浅町

和歌山県 広川町

和歌山県 有田川町

和歌山県 美浜町

和歌山県 日高町

和歌山県 由良町

和歌山県 印南町

和歌山県 みなべ町

和歌山県 日高川町

和歌山県 白浜町

和歌山県 上富田町

和歌山県 すさみ町

和歌山県 那智勝浦町

25 3 2 0 1 0 0 25 0 0 3 0 0 0 0 0 1 6 17 1 15 7 14 11 4 1 2 0 7 3 3 1 0 1 2 0 1 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ 学校を通しての申請書の提出が難しいため

○ ○

○ ○ ○ ○ 就学時検診の際に、保護者に説明

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 対象になると思われる方へ事前に案内書類を送付

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 太地町

和歌山県 古座川町

和歌山県 北山村

和歌山県 串本町

和歌山県 御坊市日高川町中学校組合

25 3 2 0 1 0 0 25 0 0 3 0 0 0 0 0 1 6 17 1 15 7 14 11 4 1 2 0 7 3 3 1 0 1 2 0 1 1

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ①3月～4月　②4月　③6月

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○



31 31

和歌山県 和歌山市

和歌山県 海南市

和歌山県 橋本市

和歌山県 有田市

和歌山県 御坊市

和歌山県 田辺市

和歌山県 新宮市

和歌山県 紀の川市

和歌山県 岩出市

和歌山県 紀美野町

和歌山県 かつらぎ町

和歌山県 九度山町

和歌山県 高野町

市区町村名都道府県

29 1 1 0 0 0 0 29 0 0 1 0 0 0 0 0 2 8 18 1 0 1 1 0 0 0

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 湯浅町

和歌山県 広川町

和歌山県 有田川町

和歌山県 美浜町

和歌山県 日高町

和歌山県 由良町

和歌山県 印南町

和歌山県 みなべ町

和歌山県 日高川町

和歌山県 白浜町

和歌山県 上富田町

和歌山県 すさみ町

和歌山県 那智勝浦町

29 1 1 0 0 0 0 29 0 0 1 0 0 0 0 0 2 8 18 1 0 1 1 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 太地町

和歌山県 古座川町

和歌山県 北山村

和歌山県 串本町

和歌山県 御坊市日高川町中学校組合

29 1 1 0 0 0 0 29 0 0 1 0 0 0 0 0 2 8 18 1 0 1 1 0 0 0

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



31 31

和歌山県 和歌山市

和歌山県 海南市

和歌山県 橋本市

和歌山県 有田市

和歌山県 御坊市

和歌山県 田辺市

和歌山県 新宮市

和歌山県 紀の川市

和歌山県 岩出市

和歌山県 紀美野町

和歌山県 かつらぎ町

和歌山県 九度山町

和歌山県 高野町

市区町村名都道府県

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

20 18 14 16 16 24 7 4 11 13 9 9 10 4 3 2 7 0 1 17 12 0 17 0 31

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・家庭の経済的理由により学校納付金の納付状態が悪い場合又
は学用品、通学用品等に不自由している等、家庭の生活状態が
困窮していると認められる世帯で、かつ、前年度（1月から7月
に申請があった場合は前々年度とする。）における世帯全員の
総所得金額の合計が、教育委員会が別に定める就学援助の適用
基準未満であること。
・失職等により家計が急変し、生活状態が困窮していると認め
られる世帯で、かつ、当該年度における世帯全員の総所得金額
の合計が適用基準未満であること。

0

○ ○ 1
令和５年時点の特別支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる
保護基準額を基に算出している。【係数(倍率)：１．０倍】

0

○ ○ ○ ○ ○

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９５条第１項の規
定に基づき市町村民税が非課税である者。ただし、児童扶養手
当の支給が
停止されている者は除く。

0

○ ○ ○ 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 教育長が特に必要と認める者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ その他、教育長が特に必要と認める者。 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民税が非課税の方で、障害者、未成年、ひとり親、寡婦の方 0

○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
国民年金法（昭和34年法律第141号）第89条及び第90条に基づ
く国民年金の掛け金の減免、保護者が失業対策事業適格者手帳
を有する日雇い労働者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 湯浅町

和歌山県 広川町

和歌山県 有田川町

和歌山県 美浜町

和歌山県 日高町

和歌山県 由良町

和歌山県 印南町

和歌山県 みなべ町

和歌山県 日高川町

和歌山県 白浜町

和歌山県 上富田町

和歌山県 すさみ町

和歌山県 那智勝浦町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

20 18 14 16 16 24 7 4 11 13 9 9 10 4 3 2 7 0 1 17 12 0 17 0 31

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
その他要保護者に準ずる程度に困窮し、教育委員会が特に援助
を行うことが必要であると認める者

0

○ ○ ひとり親家庭医療費受給資格世帯 0

○ ○ ひとり親で市町村民税非課税 0

○
校長ヒアリングを行い、家庭状況を加味した上で教育委員会に
より判断する。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ 教育委員会が特に必要と認めた者 0

○ 1 0

○ ○
世帯構成員のうち、所得がある全員の合計所得額に各種手当
金、養育費等を加算し、町の基準額と照らし合わせて協議

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 太地町

和歌山県 古座川町

和歌山県 北山村

和歌山県 串本町

和歌山県 御坊市日高川町中学校組合

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

20 18 14 16 16 24 7 4 11 13 9 9 10 4 3 2 7 0 1 17 12 0 17 0 31

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 支援学級入級 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校長、関係機関及び教育委員会の協議で特に認定が必要と認
めた者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
自立支援医療受給者証を保持し、特に援助が必要であると認め
られるもの。

0

○ ○ ○ ○ 教育委員会が特に必要と認めた者 0



31 31

和歌山県 和歌山市

和歌山県 海南市

和歌山県 橋本市

和歌山県 有田市

和歌山県 御坊市

和歌山県 田辺市

和歌山県 新宮市

和歌山県 紀の川市

和歌山県 岩出市

和歌山県 紀美野町

和歌山県 かつらぎ町

和歌山県 九度山町

和歌山県 高野町

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

30 0 0 0 0 0 30 30 0 3 30 0 0 0 0 0 30 30 0 0 5 3 3 1 1 1 0 0 1 4 29 15 15 10 10 10 3 3 1 2 5 0 0 5 5 5 0 0 0 0 5 1 1 1 1 1 3 3 1 4 8

○ ○ 11,630 ○ ○ 68,690 ○ ○ 22,690 22,175 ○ ○ 1,250 医療費実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 通学用品費は、一年生を除く。

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 0 ○ ○ 31,868
学校給食費について、令和７年度は橋本市で
は無償化されている。医療費・通学費につい
ては令和2年度以降支給実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 77,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 通学用品費、校外活動費（宿泊を
伴わないもの）とまとめて支給 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000

教育委員会から
Wi-Fiルーターを
貸し出した世帯に
限る。R6実績な
し。

○ ○ 12,610 ○ ○ 57,060 ○ ○ 51,407

新宮市においては、学用品費と通学用品費を
併せて支給しており、金額についても合算額
で設定している（１年生は12,610円、２～６
年生は14,780円）。国の要保護補助金の予算
単価より高いが、10年以上前から当該補助金
を支給しており何を参考に設定したかは不
明。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 20,234 ○ ﾙｰﾀｰ貸与

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 30,992 ○ ○ 11,000 7,889 ○ ○ 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ 別制度で支援 ○ 別制度で支援 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000 0 実績なし

○ ○ 7,500 ○ ○ 15,000 ○ ○ 30,000 0

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 湯浅町

和歌山県 広川町

和歌山県 有田川町

和歌山県 美浜町

和歌山県 日高町

和歌山県 由良町

和歌山県 印南町

和歌山県 みなべ町

和歌山県 日高川町

和歌山県 白浜町

和歌山県 上富田町

和歌山県 すさみ町

和歌山県 那智勝浦町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

30 0 0 0 0 0 30 30 0 3 30 0 0 0 0 0 30 30 0 0 5 3 3 1 1 1 0 0 1 4 29 15 15 10 10 10 3 3 1 2 5 0 0 5 5 5 0 0 0 0 5 1 1 1 1 1 3 3 1 4 8

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 27,256 ○ ○ 11,000 0

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,570 ○ ○ 22,721

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 28,132
医療費…実績なし（全児童が対象となる他制
度で支給）
社会科副読本…小学校３年生対象

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 36,377

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 34,430

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 29,000

○ ○ ※ 第1学年13,230円
その他の学年15,500円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ 修学旅行費上限1泊22,690円
医療費実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 31,378

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 30,013 令和6年度実績額による

○ ○ 1,163 ○ ○ 57,060 ○ ○ 32,271

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 35,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060
那智勝浦町遠距離通学補助事業に
該当する児童に対し定期券等の運
賃相当額の3/4を支給

○ ○ 52,021

通学費補助は、那智勝浦町遠距離通学補助事
業に該当する児童に対し定期券等の運賃相当
額の3/4を支給。
令和6年度は医療費の支給実績なし。
学校給食費は、那智勝浦町学校給食費助成事
業により無償化をおこなっている。



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 太地町

和歌山県 古座川町

和歌山県 北山村

和歌山県 串本町

和歌山県 御坊市日高川町中学校組合

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

30 0 0 0 0 0 30 30 0 3 30 0 0 0 0 0 30 30 0 0 5 3 3 1 1 1 0 0 1 4 29 15 15 10 10 10 3 3 1 2 5 0 0 5 5 5 0 0 0 0 5 1 1 1 1 1 3 3 1 4 8

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 14,780 ２～６年生 ○ ○ 51,370 ○ ○ ○ 実費

○ ○ 12,000 ○ ○ 50,600 ○ ○ 52,675 ○ ○ 10,890 0

古座川町内在住の児童生徒は学校給食を一律
で無償化しているため0円。
古座川町外在住の児童生徒へ学校給食費は支
給が可能。（令和6年度は対象者がいないた
め0円）

○ ○ 11,420 ○ ○ 40,600 ○ ○ 0

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 66,804 ○ ○ 11,000 7,530



31 31

和歌山県 和歌山市

和歌山県 海南市

和歌山県 橋本市

和歌山県 有田市

和歌山県 御坊市

和歌山県 田辺市

和歌山県 新宮市

和歌山県 紀の川市

和歌山県 岩出市

和歌山県 紀美野町

和歌山県 かつらぎ町

和歌山県 九度山町

和歌山県 高野町

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

31 0 0 0 0 0 31 31 0 3 31 0 0 0 0 0 31 31 0 0 4 3 3 1 1 1 0 0 1 4 30 15 15 11 11 11 4 4 1 2 5 0 0 5 5 5 0 0 1 1 5 1 1 1 1 1 3 3 1 3 8

○ ○ 22,730 ○ ○ 85,730 ○ ○ 61,213

R7～夜間中学校のみ対象
支給月額（公共交通機関の3か月
定期の1か月に相当する額）×11
か月分

○ ○ 60,910 60,542 ○ ○ 1,250 医療費実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 59,880 通学用品費は、一年生を除く。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 71,218 学校給食費について、令和７年度は橋本市では無償化されている。

○ ○ 22,730 ○ ○ 83,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730
通学用品費、校外活動費（宿泊
を伴わないもの）とまとめて支
給

○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000
教育委員会からWi-Fi
ルーターを貸し出した
世帯に限る。R6実績な
し。

○ ○ 23,880 ○ ○ 63,000 ○ ○ 77,151

新宮市においては、学用品費と通学用品費を併せて支給しており、
金額についても合算額で設定している（１年生は23,880円、２、３
年生は26,050円）。国の要保護補助金の予算単価より高いが、10年
以上前から当該補助金を支給しており何を参考に設定したかは不
明。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 56,330 ○ 町予算より一部補助 ○ ﾙｰﾀｰ貸与

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

年
生
は
な
し

○ ○ 80,880 38,037 ○ ○ 75,934 ○ ○ 8,800 7,900 ○ ○ 46,200

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ 別制度で支援 ○ 別制度で支援 ○ ○ 10,000 6,734 ○ ○ 15,000 0 実績なし

○ ○ 16,600 ○ ○ 20,000 ○ ○ 60,000 11,200

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 湯浅町

和歌山県 広川町

和歌山県 有田川町

和歌山県 美浜町

和歌山県 日高町

和歌山県 由良町

和歌山県 印南町

和歌山県 みなべ町

和歌山県 日高川町

和歌山県 白浜町

和歌山県 上富田町

和歌山県 すさみ町

和歌山県 那智勝浦町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

31 0 0 0 0 0 31 31 0 3 31 0 0 0 0 0 31 31 0 0 4 3 3 1 1 1 0 0 1 4 30 15 15 11 11 11 4 4 1 2 5 0 0 5 5 5 0 0 1 1 5 1 1 1 1 1 3 3 1 3 8

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 58,690 ○ ○ 10,000 0

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 65,913

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 61,445 医療費…実績なし（全児童が対象となる他制度で支給）

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 75,696

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 73,912

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

年
生
は
支
給
対
象
外

○ ○ 50,570 町外の学校に通学するものに限る ○ ○ 75,080

○ ○ ※ 第1学年25,040円
その他の学年27,310円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 医療費実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 76,254

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 81,718 令和6年度実績額による

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 82,630

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000
那智勝浦町遠距離通学補助事業に
該当する児童に対し定期券等の運
賃相当額の3/4を支給

○ ○ 77,002

通学費補助は、那智勝浦町遠距離通学補助事業に該当する児童に対
し定期券等の運賃相当額の3/4を支給。
令和6年度は医療費の支給実績なし。
学校給食費は、那智勝浦町学校給食費助成事業により、町立中学校
4校中3校が現物支給、残りの1校は実費分を無償化。



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 太地町

和歌山県 古座川町

和歌山県 北山村

和歌山県 串本町

和歌山県 御坊市日高川町中学校組合

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

31 0 0 0 0 0 31 31 0 3 31 0 0 0 0 0 31 31 0 0 4 3 3 1 1 1 0 0 1 4 30 15 15 11 11 11 4 4 1 2 5 0 0 5 5 5 0 0 1 1 5 1 1 1 1 1 3 3 1 3 8

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 26,050 ２～３年生 ○ ○ 60,000 ○ ○ 実費

○ ○ 24,000 ○ ○ 57,400 ○ ○ 88,839 ○ ○ 8,710 8,710
古座川町内在住の児童生徒は学校給食費を一律無償化しているため
0円。
古座川町外在住の児童生徒へ学校給食費は支給が可能。（居住して
いる市町村が無償化を開始したため、支給実績なし）

○ ○ 22,320 ○ ○ 47,400 ○ ○ 49,992

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 85,039 ○ ○ 10,000 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910



31 31

和歌山県 和歌山市

和歌山県 海南市

和歌山県 橋本市

和歌山県 有田市

和歌山県 御坊市

和歌山県 田辺市

和歌山県 新宮市

和歌山県 紀の川市

和歌山県 岩出市

和歌山県 紀美野町

和歌山県 かつらぎ町

和歌山県 九度山町

和歌山県 高野町

市区町村名都道府県

６．その他

1

今後の検討課題として、保護者口座への口座振込み及びオンライン申請化があげられ、各方面における事務の負担軽減が必要である。
当教育委員会では、教育委員会から学校へ援助費の支給を実施した後、学校担当者から保護者へ支給する事務の流れとなっているが、今年度より金融機関での出金に際し、金種指定手数料が発生して
いる。
また、申請から支給までの流れの中で、アナログな部分及び各種様式の見直しが必要である。
以上のことから、各学校と連携・協議をし、改善できる点を検討していく予定であるが、現状未着手である。

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 湯浅町

和歌山県 広川町

和歌山県 有田川町

和歌山県 美浜町

和歌山県 日高町

和歌山県 由良町

和歌山県 印南町

和歌山県 みなべ町

和歌山県 日高川町

和歌山県 白浜町

和歌山県 上富田町

和歌山県 すさみ町

和歌山県 那智勝浦町

６．その他

1

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



31 31

市区町村名都道府県

和歌山県 太地町

和歌山県 古座川町

和歌山県 北山村

和歌山県 串本町

和歌山県 御坊市日高川町中学校組合

６．その他

1

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況


